
平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② ha
③
① %
② %
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 公共下水道事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 昭和60年度 終了年度

下水道課

予 算 事 業 名 公共下水道整備事業 係　   　名 下水道工務係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1039

７　魅力ある都市基盤の充実 項 下水道事業費

施  策  名 19　下水道の整備 目 公共下水道事業費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 下水道事業特別会計

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 下水道費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 19-１　下水道施設の整備 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
生活環境の改善や公共用水域の水質を保全するため、住民生活・生産活動に伴って生じる汚水を浄化する処理場の建
設及び各家庭や事業所などと処理場を結ぶ汚水管路を整備する事業。

対　   　象 公共下水道事業計画区域内の住民、事業所等

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

・魚津市浄化センターの耐震対策や長寿命化対策は、日本下水道事業団に委託を行った。
・汚水管路の整備は、国庫補助申請、地元説明、工事の設計積算・監督、中間・完成検査、引渡し・支払い等の事務を行った。

意       図
（成果指標）

計画区域内の住民・事業所等が公共下水道を使用できるようにする。

活
動
指
標

整備人口[公共区域] 22,130 21,700 22,270 22,270 100.0% 22,410
整備面積[公共区域] 606 594 618 618 100.0% 630

93.4
面積整備率（整備面積／区域面積）[公共区域] 86 85 88.2 88.2 100.0% 89.9

下水道整備率（整備人口／計画区域内人口）[公共区域] 92 90 92.8 92.8 100.0%

支
出
内
訳

①需用費 459,000 306,412 459,000 320,969 4.8%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

480,000
②委託料 61,075,000 47,830,000 301,245,000 189,655,900 296.5% 371,050,000

決算額 決算増減率 当初予算額

63,595,000
④負担金補助及び交付金 0
③工事請負費 38,086,650 35,598,150 71,488,500 46,947,600 31.9%

12,472,000
支出合計（Ａ） 107,917,150 88,678,150 383,810,500 244,808,500 176.1% 447,597,000
⑤その他 8,296,500 4,943,588 10,618,000 7,884,031 59.5%

財
源
内
訳

①国庫支出金 49,628,000 40,564,070 197,035,000 124,026,875

③地方債 46,730,000 40,469,000 175,300,000

205.8% 235,120,000
②県支出金

113,205,000 179.7% 207,100,000
④その他（使用料、雑入等） 11,559,150 7,645,080 11,475,500 7,576,625 -0.9% 5,377,000

収入合計 107,917,150 88,678,150 383,810,500 244,808,500 176.1% 447,597,000
⑤一般財源

0.0% 7

②年間所要時間 3,100 3,100 3,200 3,200 3.2% 3,200

①事務事業に携わる正規職員数 7 7 7 7

153.9% 461,037,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

処理場やポンプ場の耐震対策や長寿命化対策を進めた。
下水道整備計画に基づき、下水道本管の整備を行った。（整備延長　L=300m）
工事施工に伴い、地元地権者（区長・地権者）との打合せを実施した。

13,020,000 13,440,000 13,440,000 3.2% 13,440,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 120,937,150 101,698,150 397,250,500 258,248,500

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 13,020,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

公共下水道区域内の水質汚濁防止や衛生的な生活環境の改善のた
め必要な事業であり、整備率及び水洗化率100％に向け事業を推進
する。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② ha
③
① %
② %
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 特定環境保全公共下水道事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成4年度 終了年度

下水道課

予 算 事 業 名 特定環境保全公共下水道整備事業 係　   　名 下水道工務係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1039

７　魅力ある都市基盤の充実 項 下水道事業費

施  策  名 19　下水道の整備 目 特定環境保全公共下水道事業費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 下水道事業特別会計

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 下水道費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 19-１　下水道施設の整備 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 生活環境の改善や公共用水域の水質を保全するため、各家庭や事業所などと処理場を結ぶ汚水管路を整備する事業。

対　   　象 特定環境保全公共下水道事業計画区域内の住民、事業所等

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

・汚水管路の整備は、国庫補助申請、地元説明、工事の設計積算・監督、中間・完成検査、引渡し・支払い等の事務を行った。

意       図
（成果指標）

計画区域内の住民・事業所等が公共下水道を使用できるようにする。

活
動
指
標

整備人口[特環区域] 9,080 9,181 9,220 9,220 100.0% 9,360
整備面積[特環区域] 243 248 260 260 100.0% 277

85
面積整備率（整備面積／区域面積）[特環区域] 65 78 69 69 100.0% 74

下水道整備率（整備人口／計画区域内人口）[特環区域] 83 83 84 84 100.0%

支
出
内
訳

①需用費 1,100,000 831,463 1,000,000 784,585 -5.6%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

1,035,000
②委託料 63,040,000 63,040,000 21,000,000 4,585,000 -92.7% 44,100,000

決算額 決算増減率 当初予算額

633,000,000
④負担金補助及び交付金 17,000 13,007 15,000 14,497 11.5% 15,000
③工事請負費 946,730,350 845,933,800 598,576,550 510,209,400 -39.7%

22,629,000
支出合計（Ａ） 1,048,070,054 943,756,540 637,318,550 532,282,417 -43.6% 700,779,000
⑤その他 37,182,704 33,938,270 16,727,000 16,688,935 -50.8%

財
源
内
訳

①国庫支出金 516,374,000 465,245,930 312,690,000 259,226,125

③地方債 480,334,000 434,700,000 294,500,000

-44.3% 343,944,000
②県支出金

245,800,000 -43.5% 321,400,000
④その他（使用料、雑入等） 51,362,054 43,810,610 30,128,550 27,256,292 -37.8% 35,435,000

収入合計 1,048,070,054 943,756,540 637,318,550 532,282,417 -43.6% 700,779,000
⑤一般財源

0.0% 7

②年間所要時間 5,400 5,400 4,300 4,300 -20.4% 4,300

①事務事業に携わる正規職員数 7 7 7 7

-43.1% 718,839,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

下水道整備計画に基づき、下水道本管の整備を行った。
工事施工に伴い、地元関係者（区長・地権者）との打合せを実施した。
整備延長　L=4,200m

22,680,000 18,060,000 18,060,000 -20.4% 18,060,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 1,070,750,054 966,436,540 655,378,550 550,342,417

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 22,680,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

特定環境保全公共下水道区域内の水質汚濁防止や衛生的な生活環
境の改善のため必要な事業であり、整備率及び水洗化率100％に向
け事業を推進する。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 基
② 人
③
① 人
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

補助金

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 浄化槽設置整備助成事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 昭和63年度 終了年度

下水道課

予 算 事 業 名 4.浄化槽普及促進事業　5.浄化槽設置整備助成事業 係　   　名 維持保全係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1087

７　魅力ある都市基盤の充実 項 1.保健衛生費

施  策  名 19　下水道の整備 目 5.環境衛生費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 4.衛生費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 19-１　下水道施設の整備 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
生活排水による公共用水域の水質汚濁の防止と、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、下水道事業整備未
認可区域での専用住宅に浄化槽を設置する場合に対し、その経費の一部を魚津市合併処理浄化槽整備事業補助金交付
要綱に基づき補助金を交付する等普及促進事業

対　   　象 下水道事業整備未認可区域での専用住宅に居住及び所有する者（ただし、店舗等併用住宅においては、住宅部分が１／２以上あるもの）

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

下水道事業整備未認可区域での専用住宅に居住及び所有する者（ただし、店舗等併用住宅においては、住宅部分が１／２以上あ
るもの）合併処理浄化槽設置者に対し補助金を交付（申請書の審査・交付決定後に工事着手。工事途中立会検査を行う。実績報
告書を審査し、補助金を交付）

意       図
（成果指標）

下水道事業整備未認可区域において、生活排水による公共用水域の水質汚濁の防止と、生活環境の保全及び公衆衛生
の向上を図る。

活
動
指
標

下水道事業整備未認可区域での浄化槽設置数 5 5 15 11 73.3% 8
浄化槽設置による処理人口 30 23 69 51 73.9% 36

1,941申請時下水道事業整備未認可区域での処理人口 1,840 1,854 1,923 1,905 99.1%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金 2,304,000 2,027,000 6,139,000 4,611,000 127.5% 3,230,000
③工事請負費

支出合計（Ａ） 2,304,000 2,027,000 6,139,000 4,611,000 127.5% 3,230,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金 0 0 2,046,000 1,009,000

③地方債

1,076,000
②県支出金 768,000 675,000 2,046,000 1,537,000 127.7% 1,076,000

④その他（使用料、雑入等）
1,078,000

収入合計 2,304,000 2,027,000 6,139,000 4,611,000 127.5% 3,230,000
⑤一般財源 1,536,000 1,352,000 2,047,000 2,065,000 52.7%

-50.0% 1

②年間所要時間 400 400 200 200 -50.0% 200

①事務事業に携わる正規職員数 2 2 1 1

47.0% 4,070,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

合併処理浄化槽設置者に対し補助金を交付（申請書の審査・交付決定後に工事着手。工事途中立会検査を行う。実績報告書を審査
し、補助金を交付）

1,680,000 840,000 840,000 -50.0% 840,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 3,984,000 3,707,000 6,979,000 5,451,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 1,680,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

下水道事業整備未認可区域における生活排水による公共用水域の
水質汚濁の防止及び生活環境や公衆衛生の向上を図るために必要
な事業である。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり補助することが適当 ２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① ｍ
②
③
① ｍ
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 鴨川放水路下水道移設事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成18年度 終了年度

下水道課

予 算 事 業 名 89.鴨川放水路下水道移設事業 係　   　名 維持保全係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1087

７　魅力ある都市基盤の充実 項 1.下水道管理費

施  策  名 19　下水道の整備 目 2.公共下水道管理費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 下水道事業特別会計

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 1.下水道費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 19-１　下水道施設の整備 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 富山県が施工する河川総合交付金事業のため、支障となる下水道管を移設する。

対　   　象 鴨川放水路沿線の下水道に接続している住民

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

県の鴨川放水路施工状況に伴い下水道管の移設を実施する。

意       図
（成果指標）

鴨川放水路完成後も引き続き下水道を利用できる。

活
動
指
標

移設管路延長 65 65 82 82 100.0% 50

509
移設率（移設管路延長/全体移設計画管路延長） 54 54 67 67 100.0% 74
移設管路総延長 377 377 459 459 100.0%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料 12,000,000 8,967,000

決算額 決算増減率 当初予算額

34,500,000
④負担金補助及び交付金
③工事請負費 27,300,000 27,300,000 47,000,000 46,980,150 72.1%

3,000,000
支出合計（Ａ） 28,822,000 28,821,798 62,578,000 58,520,040 103.0% 37,500,000
⑤その他 1,522,000 1,521,798 3,578,000 2,572,890 69.1%

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 28,822,000 28,821,798 62,578,000 58,520,040 103.0% 37,500,000

収入合計 28,822,000 28,821,798 62,578,000 58,520,040 103.0% 37,500,000
⑤一般財源

0.0% 2

②年間所要時間 800 800 600 600 -25.0% 600

①事務事業に携わる正規職員数 2 2 2 2

89.7% 40,020,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

富山県が施工する鴨川放水路工事に伴い、支障となる既設下水道管を先行して82m移設した。

3,360,000 2,520,000 2,520,000 -25.0% 2,520,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 32,182,000 32,181,798 65,098,000 61,040,040

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 3,360,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

富山県が施工する鴨川放水路工事に伴う下水道管移設工事である
ため、県が事業を実施する限りは必要不可欠な事業である。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① ｍ
② ％
③
① ％
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 農業集落排水事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成３年度 終了年度

下水道課

予 算 事 業 名 2.農業集落排水事業 係　   　名 維持保全係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1087

７　魅力ある都市基盤の充実 項 2.農業集落排水事業費

施  策  名 19　下水道の整備 目 1.農業集落排水事業費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 農業集落排水事業特別会計

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 1.農業集落排水事業費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 19-１　下水道施設の整備 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
農業集落排水事業は、農業用用排水の水質保全、農村生活環境の改善、農村地域における資源循環の促進を目的とし
ている。事業概要は、農村集落を対象に各地区単位での汚水処理区を設定し、管路施設及び処理施設を整備するもの
で、処理区は８地区としている。

対　   　象 農山村集落８地区（東城、上野方、天神、上中島、加積片貝、石垣新、松倉、西布施）の住民

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

農業集落排水事業の汚水桝設置工事設計、監督、完成検査、支払い等の事務を行った。

意       図
（成果指標）

計画区域内の住民が農業集落排水施設を利用できる。

活
動
指
標

下水道管路整備延長（累計） 131,873 131,873 131,873 132,043 100.1% 132,043
公共桝設置数（累計） 2,142 2,156 2,166 2,171 100.2% 2,181

100
公共桝設置進捗率 100 100 100 100 100.0% 100
管路整備進捗率 100 100 100 100 100.0%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

8,500,000
④負担金補助及び交付金
③工事請負費 8,500,000 4,983,300 11,650,000 10,290,000 106.5%

支出合計（Ａ） 8,500,000 4,983,300 11,650,000 10,290,000 106.5% 8,500,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債 8,000,000 4,300,000 11,000,000
②県支出金

9,500,000 120.9% 8,000,000
④その他（使用料、雑入等） 500,000 683,300 650,000 790,000 15.6% 500,000

収入合計 8,500,000 4,983,300 11,650,000 10,290,000 106.5% 8,500,000
⑤一般財源

0.0% 3

②年間所要時間 400 400 400 400 0.0% 400

①事務事業に携わる正規職員数 3 3 3 3

79.6% 10,180,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

下水道接続のための公共桝設置に係る一連の業務を行った。

1,680,000 1,680,000 1,680,000 0.0% 1,680,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 10,180,000 6,663,300 13,330,000 11,970,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 1,680,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

農村集落の生活改善や農業用水の水質保全のため必要な事業であ
る。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり管理運営を行うことが適

当
２次評価 不要 　


